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1. 概要 

 本稿では、飲食店による県内野菜の地産地消がどのような

経済効果があるのか、産業連関分析を行った。産業連関表内

の野菜を県内産・県外産に分類するために、平成２３年度産

業連関表に県内に流通する県外産野菜を「外農業」という項

目に組み込み、飲食サービスに使用される耕種農業と外農業

の数値を操作した。これにより、現在と同金額分飲食サービ

スへ地産地消を行った場合と地産地消する金額を減らした場

合の生産誘発額を比較し、地産地消の経済効果を図った。そ

の結果、僅かだが地産地消がより効果があること、特に変化

が見られた産業は主に野菜の生産と流通に関係する産業であ

ることが分かった。飲食店による地産地消は飲食店には大き

な経済効果が見られなかった。 

2. 背景 

 高知県では、人口の減少やそれに伴う県内市場の縮小とい

う課題を抱えている。そこで県では県内産業を県外に売り込

み外貨を稼ぐ「地産外商」に注力しており、第三期高知県産

業振興計画 Ver,4 2p によると平成３０年度の高知県地産外

商公社の外商支援（制約件数）は平成２１年度の約５４倍の

9620 件となっており、地産外商の成果を報告している。県

では今後も交易の範囲の拡大に向けた海外展開の加速など更

なる地産外商に取り組みの強化を今後の課題としている。県

の地産外商の取組みを受け、筆者は地産地消の経済効果はな

いのだろうかと考えた。さらに筆者は県産野菜を取り扱う飲

食店にアルバイトで努めており、県内飲食店における野菜の

地産地消に焦点を当てた。 

２－２高知県内の飲食店による地産地消の現状 

各都道府県の提供する平成２３年度の全国の産業連関表と

２０１４年度の経済センサスによると高知県の飲食店におけ

る野菜（以下、産業連関表の表記に合わせ耕種農業と呼ぶ）

の使用金額は約 18 億 600 万と低く、さらに一店舗当たりの

耕種農業の使用金額は約３８万と全国的に見ても低い金額で

ある。（表１） 

3. 研究目的 

 県内飲食サービスが県内産耕種農業を現在と同じ金額分地

産地消をした場合と、地産地消の金額を減少させた場合の生

産誘発額の比較を行う。そして、地産地消の減少が各産業の

生産誘発額にどのような影響を与えるのかを確認する。 

4. 研究方法 

 平成２３年度の高知県産業連関表を基に、現在県内飲食サ

ービスに使用されている県内産の耕種農業の一部を県外産の

耕種農業に置き換え新たな産業連関表を作成する。県内産の

耕種農業を使用した場合の生産誘発額と一部県外産の耕種農

業を使用した場合の生産誘発額を比較し、生産誘発額の差額

を求める。その後その内訳を考察する。 

5. 産業連関表・経済波及効果 

５－１産業連関分析 

総務省統計局によると『「産業連関表」は、一定地域におい

て、一定期間（通常 1 年間）に行われた経済活動の実態（財

貨、サービスの産業間の取引）を一つの表にまとめたもので、

関係府省の共同作業により作成されている。表の列（縦）に

は、その部門の財・サービスの生産に当たって用いられた原

材料、燃料、労働力などへの支払い（投入）の内訳が示されて

おり、表の行（横）には、その部門の財・サービスがどの需要

部門でどれだけ用いられたのか、その販売（産出）先の内訳

表１ 2014 年経済センサスと全国の産業連関表より
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が示されている。産業連関表は各産業部門における財・サー

ビスの投入・産出の構成を示していることから「投入産出表」

（Input－Output Tables）、略して「I－O 表」とも呼ばれて

いる。』と説明されている。本稿では、高知県内の産業を調査

するため、高知県総務部統計分析課から提供されている平成

２３年度産業連関表の『統計中分類（１０８部門表）』を利用

している。 

５－２レオンチェフの逆行列 

 全ての産業は発注・受注の関係にあり、連関しているた

め、ある産業に注文がいき、それから次の産業に波及してい

く効果は無限に続き、それらを足し合わせることにより経済

波及効果を求めることができる。ある産業から次の産業へ注

文が行く効果を a をかけて表現すると 

1 + 𝑎1 + 𝑎2 + ⋯ ⋯  ＝
1

(1 − 𝑎)
 

であり、しかし、経済波及効果は一か所からでなく、複数

からくるため行列 A を掛けなくてはならない。つまり 

I + 𝐴1 + 𝐴2 + ⋯ ⋯ =
1

(𝐼 − 𝐴)
= (𝐼 − 𝐴)−1 

と計算することができる。この逆行列を用いることで複雑

な産業間の関係を考慮して市中への波及効果をすべて足し上

げたることができ、開発者の名前からレオンチェフの逆行列

と呼ばれている。ある限られた地域の効果を特定するには、

各段階に注文が地域外にもれていく分を割り引く必要がある

ため、注文の漏れ率を行列 M とすると、自給率が（I-M）の

なので考慮し、 

I + (I − M)A + {(I − M)A}2 + ⋯ ⋯

= {𝐼 − (I − M)A}−1 

と求めることができる。本稿で使用する産業連関表におい

てもこちらの漏れを考慮した逆行列を用いる。 

５－３生産誘発額 

最終需要が与えられたときに、それにレオンチェフの逆行

列を掛けたベクトル i 行が、各産業 i の「生産誘発額」であ

る。これを最終需要の全行で足した需要合計で割ったもの

が、１需要あたりの生産誘発額なので「生産誘発係数」とい

う。 

本稿では、生産誘発額の計算を日本評論社発行『経済効果

入門』315p データ処理の実際を参考に、表計算ソフトのエ

クセルを用いて計算を行った。 

6. データ 

 

本稿では、高知県内の産業を調査するため、高知県総務部

統計分析課から提供されている平成２３年度産業連関表の

『統計中分類（１０８部門表）』を利用している。本稿で

は、飲食店に関連する部門を中心に調査するため、農業、畜

産、漁業、農業サービス、その他の第一次産業（林業、金属

鉱物~非金属鉱物）、食品製造業、飲料生産業、その他の第二

次産業（飼料・有機質肥料）、商業、飲食店、その他の第三

次産業（金属・保険～宿泊業、洗濯・理容・美容・浴場業～

事務用品）、分類不明の１２分類した。 

５－４外農業 

 先ほどの１２分類に加え本稿では、地産地消、地産外商の

各場合における経済誘発額県外産を算出するため、もう一つ

の分類を加えた。本稿ではこれを「外農業」と呼ぶ。本稿で

は「外農業」を県内飲食サービスに使用されていた県内産耕

種農業をある一定の割合で代用した県外産耕種農業の金額を

表している。「外農業」により変化した需要部門は総生産額

を縦横一致させるため、移輸入で調整され、県内で取引され

た「外農業」は県内総生産として計上されないため、全て移

輸入の項目で差し引かれる。本稿で作成される産業連関表で

は、移輸出入の資金は移動せず、高知県内の他産業に使用さ

れる前提で作成してある。 

表２ 平成２３年度高知県産業連関表より作成 

12 部門に結合した産業連関表 



 

高知県内で地産外商がより活発に行われ、県内サービスの

使用する耕種農業の内 10%を県外産の耕種農業を使用する

と仮定した場合、上の表３のように産業連関表が操作され

る。 

7. 生産誘発額計算 

７－１二つの産業連関表の作成 

  下図は本稿における地産地消と外商の関係を示した図で

ある。県内耕種農業と飲食サービスが地産外商では県内産野

菜を県外へ売り外貨を獲得するが、高知県内において取引さ

れる耕種農業は減り、県内飲食サービスは県外産の耕種農業

の取引額が増加すると考えられる。一方、地産地消の場合

は、高知県内にて飲食サービスが耕種農業の取引が増加し、

県外産の耕種農業の取引額は減少すると思われる。本稿で

は、外農業の操作では移輸出入を変化させることができない

ため、本稿では、外農業の項目を追加し、現在の外農業に依

存しない産業連関表とそこからさらに飲食店の地産地消の金

額を減少させた外農業に依存する場合の産業連関表を作成し

比較を行う。 

 

 

 本稿では、高知県内の飲食サービスによる生産誘発額を確

認するため、外農業を使用しない「現在地産地消」(図 3-

1)、飲食サービスに使用される耕種農業の 10%、外農業を使

用する「操作地産地消」(図 3-2)の二つの産業連関表を作成

する。生産誘発額を算出するための最終需要 f(x)には飲食サ

ービス百万円を用いる。この最終需要に外農業を操作しない

産業連関表を用いて作成した「現在地産地消」の逆行列（図

２）と一定の割合外農業を使用した「操作地産地消」の逆行

列（図３）を掛けるとそれぞれの生産誘発額が算出される。 

 ７－２生産誘発額の比較 

以下の表４はそれぞれの生産誘発額とその差額である。 

 

先ほどの二つの生産誘発額（図３）とその差額の単位を円に

表３ 筆者作成 産業連関表における外農業の操作 

図１ 筆者作成 地産地消、地産外商の状況に

おける飲食サービスと農家の関係 

図２ 外農業に依存する場合と依存しない場合

のイメージ図 

表４ 各逆行列に最終需要を掛けて算出した生

産誘発額とその差額 



換えグラフに表した（図４） 

生産誘発額の内訳は「現在地産地消」「操作地産地消」とも

に飲食サービス、その他の第三次産業、商業、食料品、飲料 

と続き、飲食サービスに関連のあると思われる産業に大きな

経済効果がみられた。 

表合計の項目に注目すると「現在地産地消」が「操作地産地

消」より 376.5 円波及効果が高いことがわかった。（図５）

増加額が大きい産業は、耕種農業の 1345.2 円、その他の第

二次産業の 173.3 円、その他の第三次産業の 89.4 円であ

る。より詳しい産業ごとの生産誘発額の差額を調べるため

108 部門に外農業を組み込んだ結果（図６）の産業に生産誘

発額の差がみられた。 

8. ヒアリング 

８－１ヒアリング概要 

今回結果を考察するために昨年に県内飲食店経営者へのヒ

アリングを紹介する。ヒアリング対象の飲食店規模は客席数

約 40 席で従業員は経営者、アルバイトを含め３名である。 

８－２ヒアリング回答 

高知に貢献したいという思いからできる限り高知の野菜を

使おうとしている。しかし、気候などにより県産野菜のみで

料理を構成することは難しい。地産地消を行うメリットとし

ては、売り手である農家や卸売り業者とのつながりが持てる

点が挙げられる。しかし、集客面ではメリットは感じられな

い。地産地消のキャンペーンが行われるが集客の効果は感じ

られない。 

9. 考察 

 「現在地産地消」と「操作地産地消」の二つの産業連関表

を用いて、飲食サービスに使用される耕種農業を 10%変化

させた場合各産業における生産誘発額の差額を求めることが

できた。表５から、地産地消の経済効果は主に耕種農業とそ

の生産と流通における運搬、梱包、販売に関わる産業である

と推測する。また、経済効果比較とヒアリングにより飲食店

による地産地消は飲食店自身には波及効果が少ないことが確

認できた。今後県内飲食店における地産地消を促進するたに

は経済効果がより見られた農業側からの働きかけや、そのお

店でしか食べられないような集客力につながる野菜料理の開

発を行う必要があると考える。 

10. 今後の課題 

 本稿では、外農業はすべて移輸入で差し引かれ、全て県内

の他産業に取引されることを前提とし、地産地消の金額の変

化による各産業への生産誘発額の変化を調べた。今後は移輸

出の操作を行い、地産外商を促進した場合の産業連関表との

比較を行う。また、飲食店経営者や農家の方を対象にインタ

ビューやアンケートを実施し、数値だけでなく、地産地消の

実情もより広く調査することを今後の課題としたい。 
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図６ 109 部門において特に生産誘発額

の差が生じた産業（円） 

   ●現在地産地消 ●操作地産地消 

 

図４ 飲食サービスにおける最終需要を 1 増加

させた場合の各産業連関表の生産誘発額 
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図 3-1 筆者作成「現在地産地消」の産業連関表 

図 3-2 筆者作成「操作地産地消」の産業連関表 


